
教育研究活動 

（環境教育・環境研究） 

input output

output

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�

環境影響の全体像（マテリアルバランス）

平成２３年度にて

総エネルギー投入量：１３，９９２k�

電気 １０，８２８k�（４３，０７２MWh）

ガス ２，５６３k�（２，１５６k�）

重油 ５９２k�（５８７k�）

灯油 ９k�（９k�）

総物質投入量

コピー用紙使用量：１４９，６４４�

化学物質：PRTR対象物質（調査対象１０物質）

取扱量 １２，６７４�

その他：（数値なし）

有機溶媒、化学薬品、教育研究・医療用機材 等

水資源投入量：３５６，４２１�

市水 ３７，０５８�

井水 ３１９，３６３�

5 環境負荷及びその低減に向けた取組の状況

大学の活動の成果・社会貢献

学部卒業生（１，６８８名） 共同研究受入件数（１６４件）

大学院修了者（４９４名） 受託研究受入件数（１９６件）

修 士（３７１名） 特許出願件数（４２件）

博 士（１２３名） 実施許諾件数（２６件）等

温室効果ガス等：
CO２排出量 ２３，１０４t

電気 １６，５８３t
ガス ４，９１０t
重油 １，５８９t
灯油 ２２t

※上記数値は新たな換算係数による数値

化学物質排出量・移動量
PRTR対象物質排出量・移動量

クロロホルム ： ３９�（大気排出）
：２，１００�（事業所外移動）

ノルマル－ヘキサン： ３７０�（大気排出）
： １７�（事業所外移動）

塩化メチレン ： １１０�（大気排出）
： ９６０�（事業所移動）

廃棄物等総排出量： （一部記載）

廃棄物最終処分量： （一部記載）

総排水量： ３５６，４２１�

P.４１

P.４２

P.４２

P.４３

P.４４

P.４６
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環境負荷の状況

総エネルギー投入量

総消費量（k  ） 消費量原単位（  /m2） 

22年度 23年度 21年度 

15,052

13,992

14,396

72.8

66.7

72.3

16,000 

15,000 

14,000 

13,000 

12,000 

11,000 

10,000

100 

90 

80 

70 

60 

50 

40

k   /m2

投入エネルギーの内訳

データの値は１０団地（片淵・坂本１・坂本２・文教町１・文教
町２・柳谷町・島原・多以良町・時津町・上西山町１）とする。

年 度
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

項 目

電
気
・
ガ
ス
・
重
油
・
灯
油
使
用
量

電気
（MWh） ４２，７３３ ４５，１９９ ４３，０７２

ガ
ス（
�
）

１３Ａ １，７２９ ２，２６０ ２，１５５

プロパン １ １ １

重 油
（k�） １，５４６ ９６６ ５８７

灯 油
（k�） １４ ７ ９

電
気
・
ガ
ス
・
重
油
・
灯
油
使
用
量（
Ｇ
Ｊ
）

電 気 ４１７，１５３ ４４１，１２８ ４１９，６９７

ガ

ス

１３Ａ ７９，７０７ １０４，１８６ ９９，２３７
※

プロパン １００ １００ １００

計 ７９，８０７ １０４，２８６ ９９，３３７

重 油 ６０，４４９ ３７，７７１ ２２，９５２

灯 油 ５１４ ２５７ ３３０

合 計 ５５７，９２３ ５８３，４４２ ５４２，３１６

空調面積当りの
エネルギー消費量
（対前年度比）

（�／�）

７２．３
（９８．５０％）

７２．８
（１００．６９％）

６６．７
（９１．６２％）

原油換算
（k�） １４，３９６ １５，０５２ １３，９９２

（参考）空調面積
（�） １９８，９９６ ２０６，７５０ ２０９，６３３

新規稼働棟
（�）

文教町２改
修工事
（環境科学
部、学生会
館）
坂本２改修
工事
（病院本館
�期）
片淵改修工
事
（経済学部
本館）

坂本２改修
工事
（病院本館
�期）

文教町２新
営工事
（サイエン
ス＆テクノ
ラボ棟）
坂本１新営
工事
（動物実験
施 設 棟 新
館）

�総エネルギー投入量（k�）
平成２３年度のエネルギー投入量は前年度より約７％

減少した。
これは省エネ活動への取り組みにより、エネルギー

投入量を削減した結果であり、特に坂本キャンパス２
（病院地区）における削減量が大きなウエイトを占め
ている。

■総エネルギー投入量の推移

※単位（GJ）について
熱量換算係数は、以下の通り

電気 １MWh ９．９７GJ（昼間）
９．２８GJ（夜間）

ガス・都市ガス（１３Ａ） １� ４６．１GJ
ガス・プロパンガス １� １００．４６GJ
重油 １k� ３９．１GJ
灯油 １k� ３６．７GJ

（エネルギーの使用の合理化に関する法律施行規則
最終改正：平成１８年９月１９日経済産業省令第８８号に基づき算出）
※平成２３年１０月からガス・都市ガス（１３Ａ）の熱量換算係数
が４６．０GJ／�へ変更されたことに伴い、平成２３年度の換算
係数は４６．０５GJ／�とした。

�空調面積当たりのエネルギー消費量（�／�）
平成２３年度の空調面積当たりのエネルギー消費量は

前年度より約８．３％減少した。
長崎大学では空調面積当たりのエネルギー消費量を

原単位としている。
※原単位とは省エネルギーの進捗状況を表す指標と

して使用するもの。

�投入エネルギーの内訳
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電気

ガス

重油

総物質投入量

コピー用紙

180,000 

160,000 

140,000 

120,000 

100,000 

80,000 

60,000 

40,000 

20,000 

0

kg

22年度 21年度 

153,430
143,650

23年度 

149,644

水資源投入量

水

600,000 

500,000 

400,000 

300,000 

200,000 

100,000 

0

m3

総使用量（m3） 

21年度 22年度 

397,136

368,743

23年度 

356,421

水源の内訳の推移

年 度
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

項 目

上水使用量
（�）

市水 ３０，２７５ ３４，２５３ ３７，０５８

井水 ３６６，８６１ ３３４，４９０ ３１９，３６３

合計
（対前年
度比）

３９７，１３６

（９３．０５％）

３６８，７４３

（９２．８５％）

３５６，４２１

（９６．６６％）

平成２３年度の電気使用量は前年度より約４．７％減少
した。
要因は、省エネ対策への取組や省エネ機器の導入に

よるものであると考えられる。

平成２３年度の都市ガスの使用量は前年度より約
４．６％減少した。
要因は、省エネ意識の向上や気候変動等により、設

定温度の順守や空調運転時間が短縮されたためである
と考えられる。

平成２３年度の重油の使用量は前年度より約３９．２％減
少した。要因は、坂本キャンパス２のボイラー設備を
重油と都市ガスの併用型に更新し、都市ガスを使用し
たことで使用量が削減されたと考えられる。

使用量については、前年度より増加している。要因
として新部局設立準備による使用量の増加が考えられ
る。
なお、今後も各種書類等のペーパーレス化、両面コ

ピー等の省力化を行い、使用量の低減を図る予定であ
る。

■コピー用紙使用量の推移

平成２３年度の水の使用量は前年度より約３．３％減少
した。要因は、改修工事において節水用水栓の導入や
節水対策への取組が結果に表れていると考えられる。

■水資源投入量の推移

環
境
負
荷
及
び
そ
の
低
減
に
向
け
た
取
組
の
状
況

42 Environmental Report 2011



CO２排出量

t kg/m2

CO2排出量（t） CO2排出量原単位（kg/m2） 

21年度 22年度 

121.4
118.4

24,155 24,472

23年度 

110.2

23,104

30,000 

25,000 

20,000 

15,000 

10,000 

5,000 

0

200 

180 

160 

140 

120 

100 

80

項目 単位
CO２排出係数（�）
Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

電気 １kWh ０．３７４０．３６９０．３８５
ガス・都市ガス（１３Ａ） １� ２．２８ ２．２８ ２．２８
ガス・プロパンガス １� ５．９３ ５．９３ ５．９３
重油 １� ２．７１ ２．７１ ２．７１
灯油 １� ２．４９ ２．４９ ２．４９

年 度
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

項 目

Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
（
ｔ
）

電 気 １５，９８２ １６，６７８ １６，５８３

ガ

ス

１３A ３，９４２ ５，１５３ ４，９０５
※

プロパン ６ ６ ５

計 ３，９４８ ５，１５９ ４，９１０

重 油 ４，１９０ ２，６１８ １，５８９

灯 油 ３５ １７ ２２

合 計 ２４，１５５ ２４，４７２ ２３，１０４

空調面積当りの
CO２排出量
（対前年度比）

（�／�）

１２１．４ １１８．４ １１０．２

（９５．９７％） （９７．５３％） （９３．０７％）

（参考）空調面積
（�） １９８，９９６ ２０６，７５０ ２０９，６３３

CO２排出量内訳の推移

平成２３年度のCO２排出量は、総量では、前年度より
約５．６％減少した。要因は、坂本キャンパス２のボイ
ラー設備を重油と都市ガスの併用型に更新し、都市ガ
スを使用したことでCO２排出量が削減されたと考えら
れる。
空調面積当たりのCO２排出量は、前年度より約６．９％

減少した。

■CO２排出量の推移

※単位について
CO２排出量換算係数は、以下の通り

（地球温暖化対策の推進に関する法律施行令
最終改正：平成１８年１２月２２日政令第３９７号に基づき算出）
※平成２３年１０月からガス・都市ガス（１３Ａ）のCO２排出係数が
２．２７�／�に変更されたことに伴い、平成２３年度の換算係数
は２．２７５�／�とした。
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化
学
物
質
の
排
出
量
・
移
動
量

平
成
２３
年
度
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱
量
（
抜
粋
）（
単
位
：
�
）

政
令
番
号

指
定
化
学
物
質
名

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
（
基
礎
地
区
）

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
２
（
病
院
地
区
）

文
教
キ
ャ
ン
パ
ス

合
計

計
医
学
部

（
基
礎
）

先導
生命
科学
研

究支
援セ
ンタ
ー
熱
帯
医
学

研
究
所

計
医
学
部

（
臨
床
）

医
学
部

（
保
健
）

病
院

歯
学
部

計
工
学
部

薬
学
部

教
育
学
部
環
境
科
学
部
水
産
学
部

産
学
官
連
携

戦
略
本
部

（
旧
共
同
研
究

交
流
セ
ン
タ
ー
）

１３
ア
セ
ト
ニ
ト
リ
ル

１３
，０
４０

０
５
，０
００

８
，０
４０

３
，９
３０

０
０

０
３
，９
３０

３９
４
，６
６６

４５
，５
５４

３４
７
，４
５５

７９
０

１
，５
００

７９
４１
１
，６
３５

７１
塩
化
第
二
鉄

０
０

０
０

０
０

０
０

０
７９
，３
７２

７
６０

０
０

５
７９
，３
００

７９
，３
７２

８０
キ
シ
レ
ン

２１
１
，９
７１

２０
６
，０
７５

１
，５
００

４
，３
９６

５２
３
，６
９８

３２
，５
２６

０
４２
３
，２
８０

６７
，８
９２

３
，４
５８

１３
０

２
，１
２４

０
７

１
，１
９７

０
７３
９
，１
２７

１２
７
ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム

１０
，２
６３

６
，６
１３

９４
４

２
，７
０６

３５
１
，８
３８

２３
９

０
３４
７
，２
５６

４
，３
４３
２
，０
３６
，７
２２
１４
０
，８
９０
１
，８
９２
，５
５２

７４
４９
１

１
，３
２３

１
，３
９２
２
，３
９８
，８
２２

１８
６

ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン（
別
名
塩
化
メ
チ
レ
ン
）

０
０

０
０

３
，０
８０

０
３
，０
８０

０
０
１
，３
８２
，１
３９
６５
６
，８
８３

６７
３
，２
７５
１
，０
６３

４３
，３
７０

３
，５
００

４
，０
４８
１
，３
８５
，２
１９

２１
３

Ｎ
，Ｎ
－
ジ
メ
チ
ル
ア
セ
ト
ア
ミ
ド

４１
８

４１
８

０
０

０
０

０
０

０
３４
，４
１５

３４
，４
０５

０
０

０
１０

０
３４
，８
３３

３０
０
ト
ル
エ
ン

７
，８
００

７
，８
００

０
０

５
，２
４５

５
，２
０２

０
０

４３
３２
５
，３
３８
１８
６
，８
４９

９０
，８
５８

０
１

２
，６
３０

４５
，０
００

３３
８
，３
８３

３９
２
ノ
ル
マ
ル
－
ヘ
キ
サ
ン

０
０

０
０

０
０

０
０

０
６
，９
６８
，８
９７

１，
２３
６，
２３
２
５
，６
６３
，２
５４
３
，３
００

２５
，７
４０

３
，５
００

３６
，８
７１
６
，９
６８
，８
９７

４０
０
ベ
ン
ゼ
ン

７０
，３
６４

７０
，３
６４

０
０

７
，３
９５

４
，３
９５

０
０

３
，０
００

２６
，４
１６

７
，３
２３

９
，８
４８
８
，８
００

０
４４
０

５
１０
４
，１
７５

４１
１
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド

１３
１
，４
９１

１３
０
，５
６９

７３
２

１９
０

６８
，３
９７

１５
，１
９１

９９
４９
，９
２７

３
，１
８０

１４
，０
４１

７４
０

１
，７
２０

１５
１
１１
，５
６５

０
２１
３
，９
２９

※
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
で
表
示

計
１２
，６
７４
，３
９２
�

P
R
T
R
と
は

（
P
ol
lu
ta
nt
R
el
ea
se
an
d
T
ra
ns
fe
r
R
eg
is
te
r：
化
学
物
質
排
出
移
動

量
届
出
制
度
）
と
は
、
有
害
性
の
あ
る
多
種
多
様
な
化
学
物
質
が
、
ど
の
よ

う
な
発
生
源
か
ら
、
ど
れ
く
ら
い
環
境
中
に
排
出
さ
れ
た
か
、
あ
る
い
は
廃

棄
物
に
含
ま
れ
て
事
業
所
の
外
に
運
び
出
さ
れ
た
か
と
い
う
デ
ー
タ
を
把
握

し
、
集
計
し
、
公
表
す
る
仕
組
み
で
す
。

対
象
と
し
て
リ
ス
ト
ア
ッ
プ
さ
れ
た
化
学
物
質
を
製
造
し
た
り
使
用
し
た

り
し
て
い
る
事
業
者
は
、
環
境
中
に
排
出
し
た
量
と
、
廃
棄
物
や
下
水
と
し

て
事
業
所
の
外
へ
移
動
さ
せ
た
量
と
を
自
ら
把
握
し
、行
政
機
関
に
年
に
１

回
届
け
出
ま
す
。

－
環
境
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
よ
り
－

ht
tp
://
w
w
w
.e
nv
.g
o.
jp
/c
he
m
i/p
rtr
/a
bo
ut
/a
bo
ut
-1
.h
tm
l

長
崎
大
学
坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
、
２
お
よ
び
文
教
キ
ャ
ン
パ
ス
は
、
P
R
T
R
法
（
化
学
物
質
排
出

把
握
管
理
促
進
法
）
対
象
事
業
所
に
該
当
す
る
。
そ
の
た
め
、
産
学
官
連
携
戦
略
本
部
共
同
研
究
支

援
部
門
環
境
安
全
支
援
室
で
は
、
各
キ
ャ
ン
パ
ス
ご
と
に
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱

量
を
調
査
・
集
計
し
、
一
定
量
以
上
の
も
の
に
つ
い
て
は
、
環
境
中
へ
の
排
出
量
お
よ
び
廃
棄
物
等

と
し
て
の
移
動
量
と
し
て
報
告
し
て
い
る
。
取
扱
量
の
調
査
は
、
平
成
１４
年
度
か
ら
開
始
し
て
お
り
、

過
去
の
集
計
結
果
は
す
べ
て
環
境
安
全
支
援
室
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
て
い
る
（
ht
tp
://
w
w
w
.

ep
.n
ag
as
ak
i-u
.a
c.
jp
/p
rt
r/
pr
tr
.h
tm
）。
平
成
２３
年
度
の
調
査
で
取
扱
量
が
１
ト
ン
を
超
え
た
物
質

は
、
文
教
キ
ャ
ン
パ
ス
の
ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム
、
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン
お
よ
び
ヘ
キ
サ
ン
と
な
っ
た
。

環
境
負
荷
及
び
そ
の
低
減
に
向
け
た
取
組
の
状
況
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平
成
２１
年
度
－
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱
量
（
単
位
：
�
）

政
令
番
号

指
定
化
学
物
質
名

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
（
基
礎
地
区
）

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
２
（
病
院
地
区
）

文
教
キ
ャ
ン
パ
ス

合
計

計
医
学
部

（
基
礎
）

先導
生命
科学
研

究支
援セ
ンタ
ー
熱
帯
医
学

研
究
所

計
医
学
部

（
臨
床
）

病
院

歯
学
部

計
工
学
部

薬
学
部

教
育
学
部

環
境
科
学
部
水
産
学
部
共
同
研
究
交

流
セ
ン
タ
ー

２
ア
ク
リ
ル
ア
ミ
ド

６
，６
６３

５
，４
５３

１５
０

１
，０
６０

４
，４
２０

１
，３
９５

６０
２
，９
６５

５
，３
５１

０
５
，０
９１

０
０

２６
０

０
１６
，４
３４

１２
ア
セ
ト
ニ
ト
リ
ル

９
，３
０２

３９
１

５
，０
００

３
，９
１１

８
，０
８０

１
，５
７２

６
，２
８８

２２
０

１８
５
，８
５５

８
，３
７６

１３
５
，９
１５

１
，３
３６

２５
，９
３８

１４
，２
９０

０
２０
３
，２
３７

４７
エ
チ
レ
ン
ジ
ア
ミ
ン
四
酢
酸

７７
１

４７
５

０
２９
６

１２
，４
６１

１
，８
１１

０
１０
，６
５０

９９
６

１３
５

６４
７

０
７

２０
７

０
１４
，２
２８

６３
キ
シ
レ
ン

２３
５
，８
４１

２３
３
，８
４１

２
，０
００

０
８９
８
，６
２６

４８
，５
６６

８０
６
，０
００

４４
，０
６０

７
，４
３１

０
３
，０
０２

０
０

４
，４
２９

０
１
，１
４１
，８
９８

９５
ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム

１４
，３
５６

１１
，８
６６

１２
６

２
，３
６４

６１
７
，２
９９

１
，０
０２

５８
８
，３
８４

２７
，９
１３
１
，９
２３
，７
８１
１３
８
，７
６０
１
，７
８１
，９
５０

０
４７
２

１
，４
３２

１
，１
６７
２
，５
５５
，４
３６

１４
５
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン

４
，０
００

４
，０
００

０
０

０
０

０
０
１
，３
２０
，７
６８
９０
３
，２
８９

２６
７
，５
８３

６６
５
１２
０
，１
１０

２８
，９
８７

１３
４
１
，３
２４
，７
６８

２２
７
ト
ル
エ
ン

５２
５２

０
０

１
，４
３８

１
，３
５１

０
８７

１５
０
，８
３４

５８
，３
９４

７６
，３
８２

４３
１５

１６
，０
００

０
１５
２
，３
２４

２６
６
フ
ェ
ノ
ー
ル

７
，６
３４

６
，７
３６

３０
０

５９
８

１０
，４
０９

５
，７
０４

２８
０

４
，４
２５

２
，３
２８

９４
４

７７
４

０
０

６１
０

０
２０
，３
７１

２９
９
ベ
ン
ゼ
ン

６１
，５
２０

６１
，５
２０

０
０

５
，４
５０

５
，４
５０

０
０

４０
，４
７１

１５
，３
３０

３
，９
７０

２１
，０
３９

０
１３
２

０
１０
７
，４
４１

３１
０
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド

１９
７
，９
５１

１９
７
，３
８４

５
５６
２

５３
，４
８０

４
，７
３４

４４
，１
４６

４
，６
００

２５
，８
８４

４９
８

２
，０
６０

０
４０

２３
，２
８６

０
２７
７
，３
１５

平
成
２２
年
度
－
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱
量
（
抜
粋
）（
単
位
：
�
）

政
令
番
号

指
定
化
学
物
質
名

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
（
基
礎
地
区
）

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
２
（
病
院
地
区
）

文
教
キ
ャ
ン
パ
ス

合
計

計
医
学
部

（
基
礎
）

先導
生命
科学
研

究支
援セ
ンタ
ー
熱
帯
医
学

研
究
所

計
医
学
部

（
臨
床
）

医
学
部

（
保
健
）

病
院

歯
学
部

計
工
学
部

薬
学
部

教
育
学
部
環
境
科
学
部
水
産
学
部

共
同
研
究

交
流
セ
ン
タ
ー

１３
ア
セ
ト
ニ
ト
リ
ル

１０
，０
０８

３０
５
，０
００

４
，９
７８

２１
，９
２６

５０
０

９
，４
４６

１２
，４
３０

２１
０
，６
５１

１８
，５
３２

１６
１
，８
８３

３２
０
２４
，８
００

５
，１
１６

０
２４
２
，５
８５

７１
塩
化
第
二
鉄

１１
１１

０
０

４８
０

０
０

４８
０

０
４０
，４
２３

０
１０
１

２
０

５０
０
３９
，８
２０

４０
，９
１４

８０
キ
シ
レ
ン

１７
６
，７
７８

１６
８
，０
２５

２
，０
５２

６
，７
０１

４９
７
，１
５３

７２
，４
８７

１
，９
１０

３８
６
，５
００

３６
，２
５６

１１
，６
０１

１０
４
，１
９０

０
２４
２

７
，１
５９

０
６８
５
，５
３２

１２
７
ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム

１９
，８
５９

１７
，２
９４

１４
５

２
，４
２０

３６
６
，９
９８

３１
５

０
３５
６
，９
２９

９
，７
５４
１
，７
６３
，０
２２

４２
，８
６７
１
，７
１５
，９
１７

０
１
，３
０２

２
，２
９５

６４
２
２
，１
４９
，８
７９

１８
６
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン

０
０

０
０

０
０

０
０

０
９９
２
，５
６６
６６
０
，９
９７

２８
６
，７
７１

３６
０
３０
，０
００

６
，３
７５

８
，０
６３

９９
２
，５
６６

２１
３

Ｎ
，Ｎ
－
ジ
メ
チ
ル
ア
セ
ト
ア
ミ
ド

０
０

０
０

０
０

０
０

０
４２
，６
８２

４２
，６
８２

０
０

０
０

０
４２
，６
８２

３０
０
ト
ル
エ
ン

５５
０

５０
７

０
４３

１
，４
２９

１
，３
８６

０
０

４３
１９
８
，２
９４
１４
６
，６
５１

５１
，６
３１

０
１２

０
０

２０
０
，２
７３

３９
２
ノ
ル
マ
ル
－
ヘ
キ
サ
ン

０
０

０
０

０
０

０
０

０
４
，８
８３
，６
２０
２６
１
，６
５９
４
，５
５１
，１
８０
２
，０
５０

３３
，０
００

１３
１
３５
，６
００
４
，８
８３
，６
２０

４０
０
ベ
ン
ゼ
ン

１５
４
，３
００

１５
４
，０
００

０
３０
０

６
，１
９８

５
，３
１８

０
８８
０

０
３５
，８
９５

７０
０

３１
，７
００
２
，５
５０

０
９４
６

０
１９
６
，３
９３

４１
１
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド

１２
８
，６
２５

１２
３
，４
５９

２
，４
０２

２
，７
６５

３３
９
，８
２９

３２
，５
００

３２
４
３０
３
，２
１９

３
，７
８６

５２
，６
４０

１
，２
５４

１
，５
５８

０
１１

４９
，８
１８

０
５２
１
，０
９５

※
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
で
表
示

計
５
，８
１３
，４
５２
�

※
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
で
表
示

計
９
，９
５５
，５
３９
�
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平成２３年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

第一種指定化学物質の名称
クロロホルム
（�）

ノルマル－ヘキサン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

塩化メチレン
（�）

排

出

量

大気への排出 ３９ ３７０ ０．０００９７ １１０
公共用水域への排水 ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．０ ０．０ ０．００００１０ ０．０
当該事業所の外へ
の移動 ２，１００ １７ ０．０２０ ９６０

廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

５０３
４７
５４

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１７６
１９８

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

５３５
６８
７９

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１４７
１８７

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

４４５
８１
６０

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１１２
１６６

取扱量が１トンを超えた文教キャンパスのクロロホ

ルム、ジクロロメタン、ヘキサンおよび特別要件に該

当するダイオキシン類については、排出量および移動

量を調査し、その結果を長崎県に報告した。クロロホ

ルムの排出・移動量は、過去最高となった平成２２年度

から更に１０％以上増加した。また、平成２２年度は報告

対象にならなかったジクロロメタンも、平成２３年度は

取扱量が増えて報告対象となった。ヘキサンの取扱量

は突出しているが、実験廃液処理施設での処理により、

排出・移動量としては削減されている。PRTRでは、

人や生態系に有害な恐れがある化学物質を調査対象と

している。そのため、クロロホルム等をはじめとする

これらの化学物質の取扱量削減への取り組みが求めら

れる。

ごみの減量化、リサイクル推進のため、以下の廃棄

物区分のもとに収集を行っている。

� 一般廃棄物（事業系ごみ）

・可燃ゴミ（紙、木、繊維等）

・不燃ゴミ（プラスチック・金属等）

・再資源ゴミ

（新聞紙、上質紙等）

（アルミ缶、ペットボトル）

� 特別管理一般廃棄物

・感染性一般廃棄物

� 産業廃棄物

・廃プラスチック・ゴム類

・ガラス類（２５０�未満の試薬瓶）
・２５０�以上の割れていないガラス製試薬瓶
・金属類

� 特別管理産業廃棄物

・感染性産業廃棄物

・薬品等

（廃油・有機系実験系廃液・無機系実験系廃液に

ついては、学内で定期的に分別収集し、廃液処理

施設において処理されている。）

平成２３年度

平成２２年度

平成２１年度

第一種指定化学物質の名称
クロロホルム
（�）

ジクロロメタン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ）

排

出

量

大気への排出 １８ ２８０ ０．００９９
公共用水域への排水 ０．０ ０．０ ０．０
当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所における土
壌への排出埋立処分 ０．０ ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．１ ０．０ ０．０
当該事業所の外へ
の移動 １，４００ ５８０ ０．０３６

第一種指定化学物質の名称
クロロホルム
（�）

ノルマル－ヘキサン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 ４．９ ７５ ０．０１５
公共用水域への排水 ０．０ ０．０ ０．０
当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．０ ０．０ ０．０
当該事業所の外へ
の移動 １，９００ ６１０ ０．１０

平成２２年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

平成２１年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量
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21年度 22年度 

39,076 

 

41,621

3,206 

 

3,726

23年度 

43,36843,368

3,581

輸送に係る環境負荷の状況

年 度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

重 油 ５３５，２２７ ５４５，４９８ ４３７，１５０

軽 油 １８４，１０５ １６７，８８８ １８４，０９９

単位：�

■廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量

ここでは、外部の業者に処理委託を行っているキャ

ンパス２箇所（文教・坂本）における一般廃棄物、非

感染性産業廃棄物（プラスチック、ガラス、陶磁器）

及び感染性産業廃棄物の排出実績について集計してい

る。

■実験系廃液回収量

実験廃液回収量は年々大幅に増加しており、平成２３

年度の回収量（４６，９４９リットル）も過去最多となった。

この量は、平成２０年度から１５％、平成１５年度から３０％

増加しており、平成１０年度と比べると２倍近い値に達

している。そのため、薬品の効率的な使用等による実

験廃液削減の努力が求められる。

水産学部練習船（長崎丸、鶴洋丸）について、燃料

使用量は以下の通りである。
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グリーン購入・調達の状況

循環型社会の形成のためには、「再生品等の供給面

の取組」に加え、「需要面からの取組が重要である」

という観点から、平成１２年５月に循環型社会形成推進

基本法の個別法のひとつとして「国等による環境物品

等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」

が制定されました。

同法は、国等の公的機関が率先して環境物品等（環

境負荷低減に資する製品・サービス）の調達を推進す

るとともに、環境物品等に関する適切な情報提供を促

進することにより、需要の転換を図り、持続的発展が

可能な社会の構築を推進することを目指しています。

また、国等の各機関の取組に関することのほか、地方

公共団体、事業者及び国民の責務などについても定め

ています。（グリーン購入ネットワークホームページ

より引用）

グリーン購入・調達の事例

古紙や合法性の確認がとれた木材（森林認証材等）

を使用した紙、再生材使用や詰替型等の事務用品、省

エネ性能の高い事務機器、再生材を使用した原材料等

分 野 �目標値 �総調達量 �特定調達物品
等の調達量

�特定調達物品
等の調達率

＝�／�
�目標達成率

＝�／�

紙類（７）

コピー用紙 １００％ １４９，６４４� １４９，６４４� １００％ １００％

フォーム用紙他 １００％ ４６，３０２� ４６，３０２� １００％ １００％

文具類（８３）

シャープペンシル他 １００％ ２７，６７８本 ２７，６７８本 １００％ １００％

シャープペンシル替芯他 １００％ ４２，５９３個 ４２，５９３個 １００％ １００％

ファイル他 １００％ ３４，７８２冊 ３４，７８２冊 １００％ １００％

事務用封筒（紙製） １００％ ４５９，４６２枚 ４５９，４６２枚 １００％ １００％

オフィス家具等（１０） １００％ ３，０６６台 ３，０６６台 １００％ １００％

OA機器（１９）

コピー機等

購入 １００％ ２，０３４台 ２，０３４台 １００％ １００％

リース・レンタル（新規） １００％ ８１４台 ８１４台 １００％ １００％

リース・レンタル（継続） １００％ ４，７５４台 ４，７５４台 １００％ １００％

記録用メディア・カートリッジ等 １００％ ４４，５７９個 ４４，５７９個 １００％ １００％

移動電話（２） １００％ １６２台 １６２台 １００％ １００％

家電製品（６） １００％ ２３８台 ２３８台 １００％ １００％

エアコン等（３） １００％ ５２台 ５２台 １００％ １００％

照明（５）

蛍光灯照明器具 １００％ ３，７１９台 ３，７１９台 １００％ １００％

蛍光ランプ １００％ １，９３６本 １，９３６本 １００％ １００％

電球形状のランプ １００％ ２２４個 ２２４個 １００％ １００％

自動車等（５）

一般公用車 １００％ ２台 ２台 １００％ １００％

一般公用車以外 １００％ １台 １台 １００％ １００％

消火器（１） １００％ １５４本 １５４本 １００％ １００％

制服・作業服（３） １００％ ９８着 ９８着 １００％ １００％

インテリア・寝装寝具（１０） １００％ ２７０枚 ２７０枚 １００％ １００％

作業手袋（１） １００％ ２，２５５組 ２，２５５組 １００％ １００％

その他繊維製品（７） １００％ ９１８枚 ９１８枚 １００％ １００％

平成２３年度特定調達品目調達実績

環
境
負
荷
及
び
そ
の
低
減
に
向
け
た
取
組
の
状
況

48 Environmental Report 2011



環境負荷の低減に向けた取組の状況

…省エネルギーのための取組…
○省エネルギーパトロールの実施

「長崎大学における夏の省エネ対策」に基づ

き、各部局における省エネの目標設定や空調運

転状況について省エネルギーパトロールを行い、

実態の確認や指導を行った。

○冷蔵庫更新プロジェクトの推進

冷蔵庫・冷凍庫の省エネ化を図るため、咋年

に引き続き、集約化及び容量の見直しを行い、

旧型実験用冷凍庫の２５台を省エネ型の１８台に更

新した。

○遮熱フィルムの取付

病棟・診療棟において、南側窓ガラスに遮熱

フィルムを貼ることにより、外熱負荷を低減し、

省エネ化を図った。
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○高効率型変圧器への更新

坂本キャンパス２（病院地区）の特別高圧変

圧器を高効率型変圧器に更新することで、約３８０

千 kWh／年の電力削減を図ることができた。

○電力速報システムの構築

全学的な電力使用状況の見える化を図るため、文教キャンパスに引き続き、坂本キャンパス１・２へ電力速報

システムの導入を行った。

これにより、長崎大学が使用する電力量の約９６％の使用状況の把握を行うことができるようになった。
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